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仏壇の表示に関する公正競争規約及び同施行規則

（仏壇産業の現状と今後のあり方に関する研究会 試案）

仏壇の表示に関する公正競争規約
仏壇の表示に関する

公正競争規約施行規則

ガイドラインなど

第１章 総 則

（目 的）

第１条 この公正競争規約（以下「規約」

という。）は、不当景品類及び不当表

示防止法第 1２条第１項の規定に基

づき、仏壇の取引について行う表示に

関する事項を定めることにより、一般

消費者の適正な商品選択に資すると

ともに、不当な顧客の誘引を防止し、

公正な競争を確保することを目的と

する。

（表示の基本）

第２条 前条の目的を達成するため、事

業者は、次に掲げる事項を基本とし

て、表示を行うものとする。

(1) 仏壇を取り扱う事業者は、情報を

公正かつ十分に開示して、一般消費

者の正しい商品選択と商品の安定

した使用が確保されるように努め

なければならない。

(2) 仏壇は、消費者が長年にわたり精

神の充足を求めるために使用する

ものであり、製造工程における技法

や材料によって価値が大きく異な

ることから、一般消費者に過度の期

待を抱かせるような広告その他の

表示は厳に戒めなければならない。

（定 義）

第３条 この規約において「仏壇」とは、

一般消費者の用に供されるもので、仏

像や位牌等を安置して礼拝するため

の壇であって、仏壇の表示に関する公

正競争規約施行規則（以下「施行規則」

という。）において規定する金仏壇、

唐木仏壇及びその他の仏壇をいう。

第１条 仏壇の表示に関する公正競

争規約（以下「規約」という。）第

３条第１項に規定する仏壇とは、以

下に定めるものをいう。

(1) 「金仏壇」とは、別表１に規定

する材料を使用し、表面を黒の漆

等で覆い、内部の大部分に金箔粉

等を施した仏壇をいう。

(2) 「唐木仏壇」とは、紫檀、黒

檀、鉄刀木などの木材、欅、屋久

杉などの日本の木材又はそれらを

模した別表５（１）に規定する材

料を使用した仏壇（金仏壇を除

く。）をいう。

（注）

＜ガイドライン＞

と注記した事項は、

仏壇公正取引協議

会において細則等

を取り決め、ガイド

ラインを作成する

必要がある事項。
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２ この規約において「事業者」とは、

仏壇を製造し又は輸入して販売する

事業者（以下「製造業者等」という。）

及び仏壇を販売する事業者（以下「販

売業者」という。）をいう。

３ この規約において「表示」とは、顧

客を誘引するための手段として、事業

者が自己の供給する仏壇の取引に関

する事項について行う広告その他の

表示であって、次に掲げるものをい

う。

(1) 商品による広告その他の表示及

びこれに添付した物による広告そ

の他の表示

(2) 見本、チラシ、パンフレット、説

明書面その他これらに類似する物

による広告その他の表示（ダイレク

トメール、ファクシミリ等によるも

のを含む。）及び口頭による広告そ

の他の表示（電話によるものを含

む。）

(3) ポスター、看板（プラカード及び

建物又は電車、自動車等に記載され

たものを含む。）、ネオン・サイン、

アドバルーンその他これらに類似

する物による広告及び陳列物又は

実演による広告

(4) 新聞紙、雑誌その他の出版物、放

送（有線電気通信設備又は拡声機に

よる放送を含む。）、映写、演劇又は

電光による広告

(5) 情報処理の用に供する機器によ

る広告その他の表示（インターネッ

ト、パソコン通信等によるものを含

２ 前項に規定するもの以外のもの

であっても、その商品の呼称あるい

は品名に「仏壇」に類似した表示（商

標を含む。）を使用する場合（たとえ

ば、「家具調仏壇」など）には、規約

及び本施行規則（以下、「規則」とい

う。）に準じた表示を行わなければな

らない。

第２条 規約第３条第２項に規定す

る「製造業者等」には、製造業者に

製造委託した仏壇に自己の商標又

は名称を表示して販売する者を含

む。
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む。）

４ この規約において「カタログ」とは、

一般消費者が仏壇を購入するに際し

て選択の参考となる性能、仕様、特徴

等を記載した印刷物をいう。

５ この規約において「取扱説明書」と

は、事業者が自己の販売する仏壇に添

付して一般消費者に提供する印刷物

であって、仏壇を適切に使用し保管す

るために必要な事項を記載したもの

をいう。

６ この規約において「保証書」とは、

事業者が自己の販売する仏壇に添付

して一般消費者に提供する印刷物で

あって、自己の販売する仏壇につい

て、一定の条件の下に、一定期間内に

発生した故障に対して、主として無料

修理する旨を記載したものをいう。

第２章 仏壇の表示

（店頭等における必要表示事項）

第４条 事業者は、一般消費者に直接販

売するため、店頭又は展示場等に展示

する仏壇には、次に掲げる事項を施行

規則で定めるところにより、外部から

見やすい場所に明りょうに表示しな

ければならない。一般消費者に販売す

る際には、事業者は当該消費者にこれ

らの表示事項を記載した書類を交付

するものとする。

(1) 金仏壇

ア 商品名

イ 木地主材料

ウ 正面表面仕上げ

第３条 規約第３条第４項に規定す

る「カタログ」には、「パンフレッ

ト」、「リーフレット」と呼称される

ものを含み、新聞、チラシ等は含ま

ないものとする。

第４条 規約第３条第５項に規定す

る「取扱説明書」には、「使用説明

書」、「ご使用のしおり」、「御愛用の

手引」等と呼称されるものを含む。

第５条 規約第４条本文に規定する

「明りょうに表示」するとは、当該

商品に付着して表示し、又は当該商

品の直近の場所に表示板を設定し

て表示するなど、当該表示が当該商

品についてのものであることが明

らかに分かるように表示すること

をいう。ただし、同一商品が二台以

上展示され、一般消費者に他の商品

と明らかに分別できる状態で展示

されている場合においては、一括し

て表示することができる。

第６条 規約第４条第１号イに規定

する「木地主材料」については、別

表１で定める区分に従って表示す

るものとする。

第７条 規約第４条第１号ウに規定

する「正面表面仕上げ」については、

台輪（上台輪も含む）、大戸につい

て、別表２で定める区分に従って表

示するものとする。

＜ガイドライン＞

「木地主材料」の

「主」の定義につい

て。

＜ガイドライン＞

「正面表面仕上げ」

の「漆仕上げ」と表
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エ 主な金箔粉等

オ 原産国に関する表示

カ 外形寸法

キ 販売価格

(2) 唐木仏壇

ア 商品名

イ 正面表面材

ウ 主芯材

エ 表面仕上げ

オ 原産国に関する表示

カ 外形寸法

第８条 規約第４条第１号エに規定

する「主な金箔粉等」については、

別表３で定める区分に従って表示

するものとする。

第９条 規約第４条第１号オに規定

する「原産国に関する表示」につい

ては、別表４で定める区分に従って

表示するものとする。

第１０条 規約第４条第１号カに規

定する「外形寸法」については、仏

壇の幅、奥行き及び高さをセンチ

メートル単位で列記するものとす

る。この場合において、表示値の誤

差の許容範囲は、プラス・マイナス

１センチメートルとする。

第１１条 規約第４条第１号キに規

定する「販売価格」は、実際に販売

しようとする価格を表示するもの

とする。

第１２条 規約第４条第２号イに規

定する「正面表面材」については、

台輪（上台輪も含む）、戸板、大戸

軸について、別表５（１）で定める

区分に従って表示するものとする。

第１３条 規約第４条第２号ウに規

定する「主芯材」については、別表

５（２）で定める区分に従って表示

するものとする。

第１４条 規約第４条第２号エに規

定する「表面仕上げ」については、

別表２で定める区分に従って表示

するものとする。

第１５条 規約第４条第２号オに規

定する「原産国に関する表示」につ

いては、別表６で定める区分に従っ

て表示するものとする。

第１６条 規約第４条第２号カに規

定する「外形寸法」については、規

則第１０条の規定を準用する。

示できない場合に

ついて。（多量の化

学塗料を漆に混合

した場合など）

＜ガイドライン＞

「主な金箔粉等」の

「主な」の定義につ

いて。

＜ガイドライン＞

「原産国に関する

表示」について、ひ

とつの工程を複数

国にまたがって施

工した場合の考え

方について。

＜ガイドライン＞

「主芯材」の「主」

の定義について。

＜ガイドライン＞

「原産国に関する

表示」について、ひ

とつの工程を複数

国にまたがって施

工した場合の考え

方について。
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キ 販売価格

２ 訪問販売、通信販売、テレビショッ

ピング等の場合は、前項の規定に準じて

表示しなければならない。

（カタログの必要表示事項）

第５条 事業者は、仏壇についてカタロ

グを作成する場合は、次に掲げる事項

を施行規則で定めるところにより明

りょうに表示しなければならない。

(1) 第４条に規定する店頭等におけ

る必要表示事項すべて

(2) カタログの内容についての照会

先

(3) カタログの作成時期

(4) 仕様変更に伴う断り書

（取扱説明書）

第６条 事業者は、仏壇を一般消費者に

販売する場合は、次に掲げる事項を施

行規則で定めるところにより明りょ

うに表示した取扱説明書を交付しな

ければならない。

(1) 取扱説明書である旨及び仏壇を

使用する前に必ず読むべき旨

(2) 取扱説明書を作成した事業者の

住所、氏名又は名称及び電話番号

第１７条 規約第４条第１号キに規

定する「販売価格」については、規則

第１３条の規定を準用する。

第１８条 規約第４条第２項に規定

する「表示」には、カタログ等文書

による表示のほか、口頭による説

明、勧誘等を含む。

第１９条 規約第５条本文に規定す

る仏壇のカタログの必要表示事項

は、活字の大きさ、色等を考慮して

見やすい方法で明りょうに表示し

なければならない。

第２０条 規約第５条第１項第２号

に規定する「照会先」には、照会先

の住所、氏名又は名称及び電話番号

を記載するものとする。

第２１条 規約第５条第１項第３号

に規定する「カタログの作成時期」

は、次の例により表示する。

(1) 「平成 年（又は 20○○年） 月

作成」

(2) 「平成 年（又は 20○○年） 月

現在」

第２２条 規約第５条第１項第４号

に規定する「仕様変更に伴う断り

書」は、次の例により表示する。

「商品の仕様は、改良の際予告

なしに変更する場合がありま

す。」
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(3) 使用及び保管に関する事項

(4) アフターサービス及び苦情処理

に関する事項

(5) その他必要事項

（保証書）

第７条 事業者は、仏壇について保証書

を作成する場合には、次に掲げる事項

を施行規則で定めるところにより明

りょうに表示しなければならない。

(1) 保証書である旨

(2) 商品名

(3) 保証者の住所、氏名又は名称及び

電話番号

(4) 保証期間

第２３条 規約第６条第３号に規定

する「使用及び保管に関する事項」

には、使用上あらかじめ理解してい

ることが必要な主要部分の名称及

び機構、機能等についての説明を付

記し、また手入れ方法、保管方法等

についての注意事項を明記する。

第２４条 規約第６条第４号に規定

する「アフターサービス及び苦情処

理に関する事項」には、一般消費者

が事業者のアフターサービスを受

け又は苦情の処理をしてもらうた

めの手続並びに窓口の所在地、名称

又は電話番号を記載するものとす

る。

第２５条 規約第７条第１号に規定

する「保証書である旨」とは、「保

証書」、「無料保証書」、「無料修理保

証書」等の名称をいう。

第２６条 規約第７条第３号に規定

する「保証者」とは、保証書の記載

内容について最終的に責任を負う

事業者について表示する。ただし、

複数の事業者が共同して責任を負

う場合は、その旨を明示するものと

する。

第２７条 規約第７条第４号に規定

する「保証期間」とは、無料修理等

を行う期間の始期及び終期を次の

例により表示する。ただし、部品に

より保証期間が異なる場合は、部分

を明らかにしてその対象ごとに表

示する。

(1) 始期及び終期の年月日を明記

する方法

「平成 年（又は 20○○年）

月 日より平成 年（又は 20○○
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(5) 保証内容

(6) 無料修理等の受付窓口の住所、氏

名又は名称及び電話番号

(7) 保証を受けるための手続

(8) 保証の適用除外に関する事項

(9) 保証を受けるための条件

(10) その他必要事項

年） 月 日まで」

(2) 始期を特定した上で、始期より

終期までの期間を明記する方法

「平成 年（又は 20○○年） 月

日より 年間」

「購入又は納入日（平成 年（又

は 20○○年）月 日）より 年

間」

第２８条 規約第７条第５号に規定

する「保証内容」には、すべての部

分について保証しているのか、部分

的な保証なのかを明らかにして、部

分的な保証であるときは対象とな

る部分又は対象外となる部分を明

確に表示しなければならない。

第２９条 規約第７条第６号に規定

する「無料修理等の受付窓口の住

所、氏名又は名称及び電話番号」は、

あらかじめ受付窓口を特定できな

い場合は、記載欄を設け販売に当

たって記載する方法を採ることが

できる。

第３０条 規約第７条第７号に規定

する「保証を受けるための手続」は、

保証書の提示、故障箇所の修理の申

出等、保証内容の給付を受けるに当

たって一般消費者が行わなければ

ならない事項を具体的に表示する。

第３１条 規約第７条第８号に規定

する「保証の適用除外に関する事

項」には、一般消費者が保証期間内

であっても保証書に基づく無料修

理を受けられない場合を具体的に

表示する。

第３２条 規約第７条第９号に規定

する「保証を受けるための条件」に

は、例えば、次の事項が含まれる。

(1) 保証の有効な地域は日本国内

に限られる旨

(2) 無料修理を行うため、当該出張

に要した実費を消費者に請求する

場合があるときはその旨

第３３条 規約第７条第 10 号に規定

する「その他必要事項」には、例え

ば、次に掲げる事項をいう。
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（希望小売価格の表示）

第８条 製造業者等が希望小売価格を

表示する場合は、施行規則で定めると

ころにより表示するものとする。

（仏壇本体の表示）

第９条 事業者は、自己の供給する仏壇

の本体に、次に掲げる事項を施行規則

で定めるところにより明りょうに表

示しなければならない。

(1) 商品名

(2) 原産国に関する表示

(3) 事業者の氏名又は名称及び住所

（広告における必要表示事項）

第１０条 事業者は、一般消費者に直接

販売するため、新聞、雑誌、チラシそ

の他の広告において、仏壇に関する商

品広告を行うときは、次に掲げる事項

を邦文で明りょうに表示しなければ

ならない。

(1) 金仏壇

ア 商品名

(1) 保証期間内に転居する場合等

保証書の記入事項の変更が必要な

場合の手続

(2) 保証書の発行によって購入者

の法律上の権利が制限されるもの

でない旨

第３４条 規約第８条に規定する製

造業者等の希望小売価格の表示は、

例えば、「メーカー希望小売価格×

×円」等と当該価格が自己の希望小

売価格である旨を明りょうに表示

するものとする。

なお、製造業者等が一般消費者に

直接販売するものについては、希望

小売価格の表示をしてはならない。

２ 前項の「希望小売価格」は、カタ

ログ、希望小売価格表、値札票、広

告等において表示することができ

る。

３ 製造業者等が希望小売価格表を

作成する場合は、作成時期を明示し

なければならない。

第３５条 規約第９条本文に規定す

る仏壇本体の表示は、ラベル、塗装、

刻印、タグ等により行うものとす

る。

第３６条 規約第９条第２号に規定

する「原産国に関する表示」につい

ては、規則第９条及び第１５条の規

定を準用する。

第３７条 規約第10条に規定する「そ

の他の広告」とは、テレビ又はイン

ターネットによる広告をいう。

店頭表示タグ及び

事業者の名刺を透

明袋に入れて引き

出しに入れる等の

対応で良い
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イ 正面表面仕上げ

ウ 原産国に関する表示

エ 外形寸法

オ 事業者の氏名又は名称及び住所

カ 販売価格

(2) 唐木仏壇

ア 商品名

イ 正面表面材

ウ 原産国に関する表示

エ 外形寸法

オ 事業者の氏名又は名称及び住所

カ 販売価格

（二重価格表示の制限）

第１１条 事業者は、仏壇の自店販売価

格に他の価格を比較対照価格として

表示する場合（以下「二重価格表示」

という。）には、次に掲げる表示をし

てはならない。

(1) 比較対照価格として製造業者等

が付した希望小売価格、市価及び自

店平常（旧）価格以外の価格を用い

第３８条 規約第１０条第１号イに

規定する「正面表面仕上げ」につい

ては、規則第７条の規定を準用す

る。

第３９条 規約第１０条第１号ウに

規定する「原産国に関する表示」に

ついては、規則第９条の規定を準用

する。

第４０条 規約第１０条第１号エに

規定する「外形寸法」については、

規則第１０条の規定を準用する。

第４１条 規約第１０条第１号カに

規定する「販売価格」については、

規則第１１条の規定を準用する。

第４２条 規約第１０条第２号イに

規定する「正面表面材」については、

規則第１２条の規定を準用する。

第４３条 規約第１０条第２号ウに

規定する「原産国に関する表示」に

ついては、規則第１０条の規定を準

用する。

第４４条 規約第１０条第２号エに

規定する「外形寸法」については、

規則第１０条の規定を準用する。

第４５条 規約第１０条第２号カに

規定する「販売価格」については、

規則第１１条の規定を準用する。

第４６条 規約第１１条に規定する

用語の意義は、それぞれ次に定める

ところによるものとする。

(1) 「自店販売価格」とは、当該仏

壇を実際に販売しようとする価格

をいう。

(2) 「自店平常（旧）価格」とは、

当該店舗において当該仏壇と同一
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ること。

(2) 比較対照価格として既に撤廃さ

れたメーカー希望小売価格等を用

いること。

（特定用語の使用基準）

第１２条 事業者は、仏壇の品質、性能、

取引条件等について、次の各号に掲げ

る用語を使用する場合は、当該各号に

定めるところによらなければならな

い。

(1) 完全を意味する用語

「完全」、「完ぺき」、「パーフェク

ト」、「絶対」、 「100 パーセント」、

「万全」等全く欠けるところのない

意味の用語は、施行規則で定めると

ころによる以外は、使用してはなら

ない。

(2) 優位性、最上級等を意味する用語

「世界一」、「日本一」、「当社だけ」、

「他の追随を許さない」、「最高」、

「最大」、「最高級」、「超」、「スー

パー」、「極限」等最上級を意味する

用語は、客観的事実に基づく具体的

根拠があり、かつ、具体的数値等の

事実を付記してある場合において

のみ使用することができる。

(3) 認定、推賞等を意味する用語

公共的機関その他の団体の認定、

賞、推賞等を受けた旨を表示する場

合は、その内容、期間及び団体名を

付記しなければならない。ただし、

公知のもので一般消費者に誤認され

るおそれのないものにあっては、こ

の限りでない。

（特定事項の表示基準）

第１３条 事業者は、仏壇に関し、次の

各号に掲げる事項について表示する

場合は、当該各号に定めるところによ

らなければならない。

(1) 写真等と販売価格の併用

写真、イラスト等とその販売価格

（希望小売価格を含む。）を同一面

に表示する場合は、当該写真、イラ

スト等に使用した商品名又は商標

の商品について、当該価格を比較

対照価格として用いる日以前８週

間のうち過半の期間に実際に販売

されていた価格をいう。

第４７条 規約第１２条第１号に規

定する「完全を意味する用語」は、

計測可能な条件を100パーセント満

足させる場合に、その限りにおいて

使用することができる。
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とその販売価格とを対応させて明

りょうに表示すること。

(2) 競合製品との比較表示

ア 外観、性能、取引条件等につい

て、競合する製品との比較表示を

する場合は、具体的な事実に基づ

く数値を用い、その根拠を明示す

ること。

イ 自社の既往製品との比較表示

をする場合は、直近の製品との比

較に限ることとし、自社製品との

比較である旨及び比較対照する

商品名又は商標を明示すること。

（不当表示の禁止）

第１４条 事業者は、仏壇に関し、次の

各号に掲げる表示をしてはならない。

(1) 規約第４条から第１３条までに

規定する事項についての虚偽又は

誇大な表示で、実際のものよりも優

良又は有利であると一般消費者に

誤認されるおそれがある表示

(2) 特定商品にのみ適用する製造方

法、仕様等による品質、性能の向上

について、あたかも他の商品のもの

にも適用するかのように一般消費

者に誤認されるおそれがある表示

(3) 外観、性能等の一部分の特徴等を

強調することにより、あたかも全体

が優良であるかのように一般消費

者に誤認されるおそれがある表示

(4) 外国で製造した仏壇について、あ

たかも国内若しくは当該製造国以

外で製造したものであると一般消

費者に誤認されるおそれがある表

示、又は国内で製造した仏壇につい

て、あたかも外国で製造したもので

あると一般消費者に誤認されるお

それがある表示

(5) 「最高級」、「完ぺき」等の用語を

第１２条の規定に基づかないで使

用することにより、実際のものより

も優良又は有利であると一般消費

者に誤認されるおそれがある表示
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(6) 自己の扱う他の商品又は自己の

行う他の事業について受けた賞、推

奨等を当該商品について受けたも

のであるかのように一般消費者に

誤認されるおそれがある表示

(7) 実際に販売する仏壇と異なる他

の仏壇についての絵、写真、映像等

を使用し、又は品質、性能等につい

て著しく誇張する絵、写真、映像等

を使用することにより、実際のもの

よりも優良であると一般消費者に

誤認されるおそれがある表示

(8) 保証書の保証事項について、実際

には部分保証であるにもかかわら

ず、全体の保証であるかのように一

般消費者に誤認されるおそれがあ

る表示

(9) 保証書の保証期間又は保証内容

が実際には個々の商品により相違

があるにもかかわらず、全商品が同

一の保証期間又は保証内容である

かのように一般消費者に誤認され

るおそれがある表示

(10) アフターサービス及び保証書の

内容について、実際のものよりも有

利であると一般消費者に誤認され

るおそれがある表示

(11) 表示された販売価格では実際に

購入できないにもかかわらず、あた

かも購入できるかのように一般消

費者に誤認されるおそれがある表

示

(12) 実際には表示された販売価格に

含まれていない付属品、サービス等

について、あたかも表示価格に含ま

れているかのように一般消費者に

誤認されるおそれがある表示

(13) 割賦販売の表示について、頭金、

支払回数、支払期間、金利、支払総

額、割賦手数料等が実際のものより

も有利であるかのように一般消費

者に誤認されるおそれがある表示

(14) 割賦販売の表示について、実際
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には金利又は手数料を徴収するに

もかかわらず、単に「金利、手数料

なし」と表示する等、実際の割賦販

売条件よりも有利であると一般消

費者に誤認されるおそれがある表

示

(15) 他の事業者の営業方針、事業活

動及び信用度並びに他の仏壇の品

質、性能、取引条件等について、中

傷又はひぼうする表示

(16) 前各号に掲げるもののほか、仏

壇の取引について実際のもの又は

自己と競争関係にある他の事業者

に係るものよりも優良又は有利で

あると一般消費者に誤認されるお

それがある表示

（おとり広告に関する表示の禁止）

第１５条 事業者は、広告、チラシ等に

おいて、次の各号に掲げる表示をして

はならない。

(1) 取引の申出に係る仏壇が実際に

は取引することができないもの又

は取引の対象となり得ないもので

ある場合のその仏壇についての表

示

(2) 取引の申出に係る仏壇が実際に

は取引する意思がないものである

場合のその仏壇についての表示

(3) 取引の申出に係る仏壇の販売期

間が著しく限定されているにもか

かわらず、その限定の内容が明りょ

うに記載されていない場合のその

仏壇についての表示

第４８条 規約第１５条第１号に規

定する「実際には取引することがで

きないもの」とは、広告、チラシ等

に表示した商品について、販売のた

めに通常必要とされる準備がされ

ておらず、引渡しまでに 10 日以上

の期間を必要とするため通常顧客

が取引に応じないことが明らかな

場合等をいう。

第４９条 規約第１５条第２号に規

定する「実際には取引する意思がな

いものである場合」とは、広告、チ

ラシ等に表示した商品を合理的な

理由がないのに顧客に対して見せ

ない場合、広告、チラシ等に表示し

た商品に関する難点をことさら指

摘する等して当該商品の取引に応

じない場合等をいう。
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第３章 公正取引協議会

（公正取引協議会の設置）

第１６条 この規約の目的を達成する

ため、仏壇公正取引協議会（以下「公

正取引協議会」という。）を設置する。

２ 公正取引協議会は、この規約に参加

する事業者をもって構成する。

（公正取引協議会の事業）

第１７条 公正取引協議会は、次の事業

を行う。

(1) この規約の周知徹底に関するこ

と。

(2) この規約についての相談及び指

導に関すること。

(3) この規約の遵守状況の調査に関

すること。

(4) この規約の規定に違反する疑い

がある事実の調査に関すること。

(5) この規約の規定に違反する事業

者に対する措置に関すること。

(6) 一般消費者からの苦情の処理に

関すること。

(7) 不当景品類及び不当表示防止法

及び公正取引に関する法令の普及

並びに違反防止に関すること。

(8) 関係官公庁との連絡に関するこ

と。

(9) 会員に対する情報提供に関する

こと。

(10) その他この規約の施行に関する

こと。

（違反に対する調査）

第１８条 公正取引協議会は、第４条か

ら第１５条までの規定に違反する事

実があると思料するときは、関係者を

招致して事情を聴取し、関係者に必要

な事項を照会し、参考人から意見を求

め、その他事実について必要な調査を
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行うことができる。

２ 事業者は、前項の規定に基づく公正

取引協議会の調査に協力しなければ

ならない。

３ 公正取引協議会は、第１項の調査に

協力しない事業者に対し、当該調査に

協力すべき旨を文書をもって警告し、

これに従わないときは、10 万円以下

の違約金を課し、又は除名処分をする

ことができる。

（違反に対する措置）

第１９条 公正取引協議会は、第４条か

ら第１５条までの規定に違反する行

為があると認められるときは、その違

反行為を行った事業者に対し、その違

反行為を排除するために必要な措置

を採るべき旨、その違反行為と同種又

は類似の違反行為を再び行ってはな

らない旨、その他これらに関連する事

項を実施すべき旨を文書をもって警

告することができる。

２ 公正取引協議会は、前項の規定によ

る警告を受けた事業者がこれに従っ

ていないと認めるときは、当該事業者

に対し 50 万円以下の違約金を課し、

除名処分をし、又は消費者庁長官に必

要な措置を講ずるよう求めることが

できる。

３ 公正取引協議会は、前条第３項又は

前２項の規定により警告し、違約金を

課し、又は除名処分をしたときは、そ

の旨を遅滞なく文書をもって消費者

庁長官に報告するものとする。

（違反に対する決定）

第２０条 公正取引協議会は、第１８条

第３項又は前条第２項の規定による

措置（警告を除く。）を採ろうとする

場合には、採るべき措置の案（以下「決

定案」という。）を作成し、これを当

該事業者に送付するものとする。

２ 前項の事業者は、決定案の送付を受

けた日から 10 日以内に、公正取引協

議会に対して文書をもって異議の申

立てをすることができる。
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３ 公正取引協議会は、前項の異議の申

立てがあった場合には、当該事業者に

追加の主張及び立証の機会を与え、こ

れらの資料に基づいて更に審理を行

い、それに基づいて措置の決定を行う

ものとする。

４ 公正取引協議会は、第２項に規定す

る期間中に異議の申立てがなかった

場合には、速やかに決定案の内容と同

趣旨の決定を行うものとする。

（規則等の制定）

第２１条 公正取引協議会は、この規約

の実施に関する事項について施行規

則を定めることができる。

２ 前項の施行規則を定め、又は変更し

ようとするときは、事前に消費者庁長

官及び公正取引委員会の承認を受け

るものとする。

３ 公正取引協議会は、規約及び第１項

により定めた施行規則の運用につい

て必要があるときは、細則又は運用要

領を定めることができる。

４ 前項の細則又は運用要領を定め、変

更し、又は廃止したときは、消費者庁

長官及び公正取引委員会に届け出る

ものとする。

附 則

この規約は、消費者庁及び公正取引委

員会の認定の告示があった日から施行

する。ただし、第４条から第１０条の規

定については、告示の日から起算して１

年を経過した日から施行する。

附 則

この施行規則は、消費者庁及び公

正取引委員会の認定の告示があった

日から施行する。ただし、第５条か

ら第４５条の規定については、告示

の日から起算して１年を経過した日

から施行する。
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別表１ 金仏壇の木地主材料

区分（表示用語） 材料

檜（ヒノキ）

杉（スギ）

松（マツ）

欅（ケヤキ）

銀杏（イチョウ）

天然木材

天然合板

木質繊維板

檜、桧葉、米桧、米桧葉の木材料を使用したもの

杉の木材料を使用したもの

松、紅松、姫小松の木材料を使用したもの

欅の木材料を使用したもの

銀杏の木材料を使用したもの

天然木材を使用したもの（上に掲げるものを除く）

シナベニヤ、ラワンベニヤ、その他木合板を使用したもの

ＭＤＦ、その他繊維板を使用したもの

注 表示用語、材料のいずれを表示してもよい

別表２ 金仏壇の正面表面仕上げ、唐木仏壇の表面仕上げ

区分（表示用語） 内容

漆仕上げ

カシュー仕上げ・（植物性）合成漆

ウレタン仕上げ

セルロースラッカー仕上げ

ポリエステル仕上げ

オイル仕上げ

漆を塗って仕上げたもの

カシューかく油等を樹脂化した塗料で仕上げたもの

ポリウレタン樹脂塗料で仕上げたもの

セルロースラッカー塗料で仕上げたもの

ポリエステル樹脂塗料で仕上げたもの

油性塗料を含浸させて仕上げたもの

注１ その他の塗料を使用した場合も上記に準ずる

２ 金仏壇は、台輪（上台輪も含む）、大戸の正面表面仕上げを表示するものとする。

別表３ 金仏壇の主な金箔粉等

区分（表示用語） 表示基準

（本）金粉

（本）金箔

金属箔（粉）

金色塗料

純度 94％以上の金粉を使用したもの

純度 94％以上の金箔を使用したもの

真鍮などの金属を使用したもの

金色の合成塗料を使用したもの

注 プラチナ、銀（純度 92.5%以上）、パラジウムなどその他の金属を使用する場合も上記に準ずる

別表４ 金仏壇の原産国に関する表示

区分（表示用語） 内容

国産 または 日本 材料の原産国にかかわらず、製造工程（木地、宮殿、彫刻、

錺金具、塗り、金箔押、蒔絵、組立・仕上げの８工程をい

う。以下本表において同じ。）のうち、木地、塗り、金箔押、

組立・仕上げの４工程すべて及び宮殿、彫刻、錺金具、蒔

絵のうち１工程以上が日本で施工されたもの

海外（国内組立品） または

海外（ノックダウン品）

製造工程のうち、一部工程が日本以外で施工されているも

のであっても、組立・仕上げは日本で施工されたもの（前

段の規定に該当するものを除く。）

海外 または

組立・仕上げが施工された国の名称

製造工程のうち、組立・仕上げが日本以外で施工されたもの

注１ 本表に加え、製造工程ごとに施工された国又は地域の名称を記載することができるものとする。

注２ キズの修理や検品、または部分的な組立のみを国内で施行したものは国内組立品とはいえない
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別表５（１）唐木仏壇の正面表面材

「木材」と「加工」の区分を組み合わせて、台輪（上台輪も含む）、戸板、大戸軸の正面表面材を表示

するものとする。

区分（表示用語） 内容 ※（ ）内は通称または商業名

木材 本黒檀 Diospyros ebenum（インド黒檀、真黒）

Diospyros celebica（縞黒檀、スラウェシ黒檀）

黒檀 Diospyros celebica（カリマンタン黒檀、アマラ黒檀、マルク黒檀）

本紫檀 Dalbergia cochinchinensis（パイオン）

Dalbergia retusa（ココボロ）

Dalbergia latifolia（インドローズ）

紫檀 Dalbergia stevensonii（ホンジュラスローズ）

Dalbergia oliveri（チンチャン）

紫檀（ソノケリン） Dalbergia latifolia（植林）（ソノケリン）

通称 又は

紫檀系（通称）

例 パーロッサ又は

紫檀系（パーロッサ）

Machaerium scleroxylon（パープル、ボリビアンローズウッド）

Platymiscium pinnatum（グラナディロ）

Guibourtia pellegriniana（ブビンガ）

Swartizia adagasearensis（パーロッサ）

本鉄刀木、本タガヤサ

ン

本鉄刀木、紫鉄刀木

鉄刀木、タガヤサン ウエンジ

木材の名称 屋久杉、黒柿、シャム柿、カリン※、欅・ケヤキ、梻・櫤・タモ、楡・

ニレ、黄檗・キハダ、栓・セン、栴檀・センダン、槐・エンジュ、黄

王檀・キオウタン、桑・クワ、桜、胡桃、桐、檜、竹、その他の木材

加工 無垢 無垢板のみのもの。無垢板を寄木にしたものを含む。

厚板貼り 木材の無垢板（３ミリメートル以上の厚さの板）を芯材に貼ったもの。

薄板貼り 木材の突板（０．１～０．８ミリメートル程度の薄さの板）を芯材に

貼ったもの。

調プリント 芯材に木材の模様を直接印刷したものまたは印刷したシートを貼り

付けたもの。

調着色 芯材に木材の色を着色したもの。

注１ 「木材」については、表示用語、通称のいずれを表示してもよい。

注２ 「加工」がプリント、着色の場合は、「木材」は黒檀、紫檀、鉄刀木、木材の名称との組合せで

表示するものとする。（例：「黒檀調プリント」、「紫檀調着色」）

※ カリン（Pterocarpus 属の木材）については、紫檀に区分するかどうか要検討。

別表５（２） 唐木仏壇の主芯材

区分（表示用語） 材料

天然木材 天然木

天然合板 ラワンベニヤ

シナベニヤ

その他木合板

木質繊維板 ＭＤＦ

その他繊維板

注 表示用語、材料のいずれを表示してもよい
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別表６ 唐木仏壇の原産国に関する表示

区分（表示用語） 内容

国産 または 日本 主材料及び心材の原産国にかかわらず、製造工程（木地、

彫刻、宮殿、塗り、組立・仕上げの５工程をいう。以下本

表において同じ。）のうち、木地、塗り、組立・仕上げが日

本で施工されたもの

海外（国内組立品） または

海外（ノックダウン品）

製造工程のうち、一部工程が日本以外で施工されているも

のであっても、組立・仕上げは日本で施工されたもの（前

段の規定に該当するものを除く。）

海外 または

組立・仕上げが施工された国の名称

製造工程のうち、組立・仕上げが日本以外で施工されたもの

注１ 本表に加え、製造工程ごとに施工された国又は地域の名称を記載することができるものとする。

注２ キズの修理や検品、または部分的な組立のみを国内で施行したものは国内組立品とはいえない


